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研究成果の概要（和文）：介護老人保健施設でのアクションリサーチ、研修のリフレクション結果分析等の混合
研究法により、医療・福祉・介護専門職の実践過程を可視化すべく開発した「生活支援記録法（F-SOAIP）」
が、ミクロ（個別）、メゾ（組織）、マクロ（地域・自治体）レベルのPDCAサイクルにおいても多用な効果をも
たらすことを、明らかにした。また教材として、初回から導入、OJTまで活用可能なワークシート、対人援助で
共用可能なリフレクティブ・プロセスレコード等を開発した。さらにこれらの成果は総務省事業にも応用され、
認知症ケアシステムのAI化や、共生社会に不可欠な基礎自治体での総合相談記録のICT化に寄与した。

研究成果の概要（英文）：The Life Model Recording method (F-SOAIP) has been developed to visualize 
the practical processes of medical, welfare, and care professionals by mixed research methods such 
as action research in nursing home health facilities and reflection analysis of training. It was 
clarified that it also has various good effects in PDCA cycles at micro (individual), mezo 
(organization), and macro (regional / local government) levels. In addition, as teaching materials, 
we have developed worksheets that can be used from the beginning to OJT, and Reflective process 
record worksheet  that can be shared for personal assistance. Furthermore, these results were also 
applied to the Ministry of Internal Affairs and Communications project, and contributed to the 
development of AI for the dementia care system, and the introduction of ICT for comprehensive 
consultation records in basic local governments that are essential for a symbiosis society.

研究分野：介護福祉・多職種連携

キーワード： 生活支援記録法　F-SOAIP　リフレクション　PDCA　ICT　多職種協働　IPW　地域包括ケア

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
わが国の保健医療福祉においては、業務改善と質向上の両面を進めることが急務であり、ICT化やAI活用と共
に、支援の質向上について国レベルでの研究費が投じられている。本研究では、それらの要請や背景をもとに、
医療・福祉・介護でのミクロ～マクロレベルにおいて共用可能でリアルタイムな経過記録による効果を示し、普
及に向けた教材開発を行ってきた。特に、AI活用による認知症ケアシステムや、共生社会に資する自治体での相
談援助システムへの搭載により、専門職や当事者・家族、教育・研究者にも多面的な効果をもたらすことが期待
される。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
地域包括ケアの構築にあたっては、利用者の生活支援を担い、利用者と相互作用の強いソー
シャルケア（社会・介護福祉援助の総称）専門職が把握する膨大な利用者の生活ケア情報を中
心に、効果的な IPW（Interprofessional. Work：多職種協働実践）に資する情報共有の方策と
して、ソーシャルケア専門職から発信できる記録法が求められていた。だが、ヘルスケアで普
及した記録法（Problem Oriented Recording Systemや Focus Charting等）は、ソーシャル
ケアでの共有は困難である（J.D.Kagle & S. Kopels, Social Work Records, 3rd, 2008）との指
摘が示すように、本報告者の他には、具体的な記録法は提示されてこなかった。 
以上のことより、ソーシャルケアの立場から利用者の生活やケア情報を共有・発信により、
効果的な利用者中心の IPWが展開できる経過記録法の開発と普及が喫緊のテーマであった。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、ソーシャルケア専門職を対象に開発した「生活支援記録法」が、地域包括
ケア時代に求められているソーシャルケア発信型（生活支援を根拠にソーシャルケア側からヘ
ルスケアに示す）IPWにおいて、現場の諸課題（マンパワー不足による質の低下、利用者ニー
ズ対応の希薄化等）に資すること、すなわちやり甲斐やケアの質向上などの好循環のプロセス
を確認し、その普及に向け教材を活用した研修プログラムを提示することであった。 
なお、上記成果を医療介護等記録の ICT 化に反映させることを最終年度（2018）の展望と
していたが、2年目（2016）以降、認知症ケアシステムへの搭載が決まり総務省の事業でも採
択されたため、本研究での教材や研修プログラムを提供するなど、ICT化を見据えた検討も研
究目的に包含することになった。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、複数の質的研究を軸に統計分析も含めた多面的混合研究法を用いた。アクション
リサーチにより研修等を実施する介護老人保健施設（以下、老健）をフィールドとして進めた
が、2018年度介護保険制度改正によるフィールドの意向や、計画以上に本記録法が普及し ICT
化まで進んだことを受け、マクロレベルでの PDCAサイクルも検討すべくドナペディアンモデ
ル等による質的分析を行った。なお本研究は、埼玉県立大学および国際医療福祉大学の倫理審
査委員会の承認を得て実施した。 
 
１）老健でのアクションリサーチ 
アクションリサーチにより、リフレクション結果や生活支援記録法の内容、インタビュー
等の質的研究および対象群・比較群を設定した縦断的質問紙調査として着手した。総務省の
事業に本成果をリファレンスする過程において、質問紙調査については、プロセス評価とし
ての質問紙調査項目や評定法も変更したため、対象群と比較群のアウトカムのみを比較検討
した。リフレクション結果を素材として KJ 法による質的分析にて行った（2015 年度末～
2017）。 

 
２）教材開発と研修プログラムの提示 
生活支援記録法の研修を展開するために開発した教材や、普及・試行のための研修による
リフレクション結果などを基に、研究報告者２名が「生活支援記録法による実践過程の可視
化」の意味をドナペディアンモデルやインパクト理論を参考に探索的に概念を抽出し、好循
環がもたらされることを KJ 法により整理し、教材の改訂とともに研修プログラムを提示し
た（2016～2018）。 
 
３）介護や福祉の ICT化への対応（2016～2018） 
(1) 認知症ケアシステム 

2017 年度より、一般社団法人認知症高齢者研究所（代表理事：羽田野政治氏）が開発し
た認知症ケアの AIシステムである、KCiS（Kyomation Care interface System：認知症対応
健康管理システム）に生活支援記録法が搭載され、総務省事業により社会実装のための実証
中である。これらフィールド先の介護現場を、前項２）の普及研修と同様に扱うこととし、
本科研で開発した研修プログラムや教材を提供した。 

 
(2)自治体向け相談援助システム 
本科研で開発した研修プログラムや教材を提供した自治体関係者のリフレクション結果
から、相談援助のICT化への要望を契機に、マクロレベルへの効果の観点より、自治体の福
祉相談記録システムへの搭載の可能性に関して、生活支援記録法の知見を株式会社ＴＫＣ
と共有した（2018 年度末）。 
 
４．研究成果 
１）老健でのアクションリサーチ 
(1)質問紙調査～意識的な関わりと記録による多職種協働～ 
アクションリサーチに参加した対照群 15名と比較群 15名を当初設定したが、最終的な質問



紙調査票として回収された 29票（対照群 19名、比較群 10名）を分析対象とした。このうち
本報告に記載する３つの問い（図１の「意図的関わり」／図２の意図的記録」／図３の「多職
種協働」）は、５件法で回答を求めたものである。 
なお、３つの質問の Cronbach のα係数については、全回答者を対象としたデータにて算出
し、「意図的関わり」では 0.971、「意図的項目」では 0.980、「多職種協働」では 0.915 と高
く一貫性が示され項目内容の一定の信頼性が支持された。 
上記３質問を構成する計 55 項目について、Mann-Whitney の U 検定（ノンパラメトリッ
ク検定／独立した２群の平均値差の検定）により分析（SPSS）した結果、両側５％の水準にて
有意差が見られたのは、「意図的関わり」のうち「根拠を意識した関わり」、「多職種協働」の「議
論が整理できる方法の提案」と「多職種協働の評価」であった。 
「意図的関わり」と「意図的記録」では、対照群と比較群にて有意差が見られたのは１
項目のみであったが、研修受講をした対照群の方が、比較群より高くなる傾向が見て取れ
た。「多職種協働」では、有意差があった項目以外では、比較群の方が数値が高いものもあ
ったが、有意差のあった両項目は対照群が高く、全体を通じ同様の傾向が見られた。 

 
 

 
図１:意図的関わり（N=対照群 19、比較群 10）  図２:意図的記録 N=対照群 19、比較群 10） 

「意図的関わり」と「意図的記録」の共通質問項目 
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図３ 多職種協働 （N=対照群 19、比較群 10） 
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(2)インタビューデータ・記録場面・リフレクション結果の質的分析 
①リフレクションの分析 
 2回目及び 3回目研修後のリフレクション結果について、KJ法にて分析した。まず、「生活
支援記録法の効用」については、2 回目後の結果では、❶記録内容の効率的把握、❷実践過程
の可視化、❸ケアへの反映・向上、❹他職種理解・多職種協働の深化、❺リフレクション・教
育ツールとしての活用といった 5つの側面で、支援記録法の効用が示唆された。当老健は、従
来 SOAP形式を採用していたため、それとの比較において生活支援記録法の特徴が浮き彫りと
なったといえる。3回目後の結果では、さらに具体的な記述が得られた。 
 次に、「今後の活用」については、3 回目後のみの結果であるが、❶部分導入（Fや Iが書け
るようになる、一部のスタッフからでも始める）、❷利用者理解・ケアの質向上、❸リフレクシ
ョン、❹多職種間の情報共有といった活用が考えられていた。 
 



②特徴的な場面やインタビューデータの分析 
 アンケートの自由記述をもとに、生活支援記録法を導入した場合の期待について、特徴的な
意見は次のとおりであった。 
・従来、長期の利用者の場合、「変わりなし」といった記録が散見されが、生活支援記録法では、
ちょっとした変化や気づきを記録できるため、ケアに反映できる。 
・「F」により、一目瞭然で場面を理解できる。「I」により根拠ある実践を確認できる。 
・実践過程の可視化により、初心者は熟練者の頭の中を見せてもらえると評価している。 
・他職種理解につながり、意見交換やケアの質向上に役立てられる。 
・「F」の表現が唯一の困難性である。 

SOAP形式を採用していたフィールドであったことから、生活支援記録法を導入しやすい環
境にあったといえる。特に「F」や「I」の使用による導入効果が期待されていることがわかる。 
また、医師も含めた IPW における効果や、家族や介護職初心者であっても、本記録法の理
解が容易であることを確認できた。 
 
２）生活支援記録法の教材開発と研修プログラムの提示 
～リフレクション結果や主催者側の評価等に基づく試行～ 
(1)多職種が可視化する意義についての分析 
～ドナペディアンモデルやインパクト理論を参考にして～ 
 生活支援記録法の研修開催地は、約 20の都府県に拡大し、研修受講者は延べ 5000 名となっ
た。研修の主催者は、都府県レベルの職能団体等があり、主催者評価（アンケート調査）は、
いずれも 9割前後が、本記録法を肯定的に受け止めていることが確認された。 
本研究によるアクションリサーチや研修より得られたリフレクションデータ等から、経過記
録の導入については、多くの構造的要素が関係するため容易でないことが確認された。そのた
め、本記録法の特徴である「多職種による可視化」による変化がミクロ・メゾ・マクロレベル
で波及している点に着目し、収集したインタビューデータ、記録場面、リフレクションデータ
について、ドナペディアンモデルやインパクト理論の要素を参考にして探索的に研究者間で概
念を抽出していった。得られた 125 枚のラベルについては、KJ 法を用いて可視化した。 
経過記録のプロセスについては、記録閲覧時、実践時、記録時、長期的影響の４つの段階に
おける生活支援記録法の効果が確認できた。効果は、ドナペディアンモデルの結果と位置づけ
られることや、インパクト理論では参加者の変化に着目することから、その結果を要約すると
次のようになる。 
 生活支援記録法がもたらす効果は、「支援の質向上」「連携（事例検討を含む）」「業務の効率
化」「やりがい」「利用者の影響」の５つに大別できた。 
 「支援の質向上」では、記録時、閲覧時、実践時のいずれもに認められた。記録時には短時
間のリフレクションが可能となる、記録にもれがなくなる等、閲覧時には、一目瞭然である、
特に実践の事前閲覧によって、やるべきことにもれがなくなる、変化やプロセスを意識した関
わりができる、実践時には同時多発の訴え、長期対応事例、困難場面への対応も可能となるこ
とが特徴的であった。「連携（事例検討を含む）」「業務の効率化」「OJT」「やりがい」にも資す
ることができることがわかった。利用者への影響は、支援者やケアプランの変化から推察した
ものになるが、記録のあり方が「利用者安定」や「意思決定による生活」「家族への説明」等に
つながっていることは画期的なことである。 
 
(2)研究成果を反映させた生活支援記録法の定義の改訂（2018 年 11 月） 
研修で得られたリフレクション結果より、IPW における生活支援記録法のミクロ・メゾ・マ
クロレベルでの効果は、多職種共通課程や経過記録の標準化に資すること、IPW の知見をふま
えたリフレクションに有用ツールとして PDCA への多面的効果を加える等、定義を下記のように
変更した。 
 
多職種協働によるミクロ・メゾ・マクロレベルの実践過程において、生活支援の観点から、
当事者ニーズや観察、支援の根拠、働きかけと当事者の反応等を、F-SOAIP の項目で可視化し、
PDCA サイクルに多面的効果を生む、リフレクティブな経過記録の方法である。 
 
 
(3)構造化・プロセス・アウトカムの観点による教材開発 
～ミクロ～マクロレベルで効果をもたらす生活支援記録法ワークシート等～ 
前述までの研究成果として、「リフレクティブ・プロセスレコード」（図４）および「生活支
援記録法ワークシート」【初回・導入・OJT 版】（図５）を開発した（詳細は生活支援記録法の
HP を参照されたい）。これらにより、介護支援専門員を中心とした主体的学習・研修活動の他、
大学病院や障害領域、自治体による医療と介護連携研修、地域ケア会議での事例検討、実践者
による研究（訪問リハや介護リーダー等）や第三者による論文化にも発展した。 
 



 

図４：対人援助に共有可能な「リフレクティブ・プロセスレコード」 

図５：生活支援記録法ワークシート【初回・導入・OJT 版】 

出所：連載 生活支援記録法の導入と実践効果 第 2回ケアの見える化、介護人財、16(2)、76頁、2019年 3月 

 
 また、上記の他に、「生活支援記録法のチェックリスト」や「生活支援記録法【実践プロセス
シート】」、リフレクティブな生活支援記録法の理解に不可欠な「４コマ漫画」も考案した。 
 
３)ICT 化に向けた生活支援記録法の活用と今後の展望 
計画以上に進展した生活支援記録法の普及や ICT 化のうち、本記録法を搭載した KCiS
（Kyomation Care interface System：認知症高齢者研究所）が、総務省 IoT サービス創出支援
事業に採択され、BPSD の減少や記録時間削減等の効果が確認でき、未来投資会議構造改革徹底
推進会合「健康・医療・介護」資料「データ利活用基盤の構築等」（厚生労働省、総務省、文部
科学省、経済産業省）に紹介された。生活支援記録法が搭載された AIシステムが、より多くの
実践者が活用できるよう特許の共同出願が望まれる。 
 また、自治体の総合相談記録システムへの生活支援記録法の搭載にあたっては、ワンストッ
プサービスの普遍化を視野に入れた記録の標準化と共通のプラットフォーム化に寄与すること
が期待される。 
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